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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 (1) 対象地域 

    市町村名 津市 

    面  積 ７１１．１１k㎡ 

    人  口 ２８２，８２１人（平成２７年４月１日） 

 (2) 計画期間 

本計画は、平成１７年４月１日から平成２２年３月３１日までの５年間を第１期、平成２２年

４月１日から平成２８年３月３１日までの６年間を第２期として計画を策定したが、以降も引き

続き施設整備を行うことから、第３期として、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日ま

で計画期間の延長を行うものである。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す。 

(3) 基本的な方向 

   「大量生産・大量消費・大量廃棄」という社会経済活動により、物質的な豊かさを手に入れて

きた。しかし、この活動により、大きな恩恵が与えられた反面、廃棄物問題等の物質循環の阻害

をもたらし、天然資源の枯渇、オゾン層の破壊、地球温暖化等の地球規模の環境問題が発生して

いる。このような状況の改善に向けて、これまでの社会経済スタイルから、廃棄物の発生抑制と

資源の有効利用を図る「持続可能な循環型社会」の構築が求められている。 

   国では各種廃棄物及びリサイクルに関する法律の制定・改正が行われ、法体系の整備が進めら

れてきている。 

   三重県においても「三重県廃棄物処理計画（平成２３年３月）」が策定され、持続可能な資源

循環の実現を目指し、県内の廃棄物処理に関する基本的な方向性が示されている。 

   持続可能な循環型社会の形成のためには、これらの法及び上位計画との整合性を図りつつ、廃

棄物の発生抑制及びリサイクルを促進し、市民・事業者・行政が協働して各々の役割と責任を果

たした地域での取り組みを行うことが求められている。 

   津市では、新最終処分場の建設を進めており、安全・安心な施設整備を実施し、平成２８年４

月から一部稼動を開始する。併せて資源化の向上及び最小限の埋立量を実現するためのリサイク

ルセンターを平成２８年４月から稼動する。 

また、津市のごみ焼却施設については、平成１８年１月１日の市町村合併に伴い、「西部クリ

ーンセンター」「クリーンセンターおおたか」「河芸美化センター」「安芸美清掃センター」の４

施設になったが、老朽化に伴い「安芸美清掃センター」は平成１８年３月３１日、「河芸美化セ

ンター」は平成２６年３月３１日をもって廃止したため、現在、ごみ焼却施設は２施設である。 

そのような中、西部クリーンセンターの１号炉は昭和５４年５月、２号炉は平成１４年３月、

また、クリーンセンターおおたかは平成１１年３月に完成し、現在操業を行っているところであ

るが、平成２１年３月策定の津市一般廃棄物処理基本計画に定めるごみ処理を行うにあたり、施

設の整備及び更新が不可欠であることから、環境省の進める長寿命化計画を策定し、平成２５年

度から平成２９年度までの５ヶ年計画で、西部クリーンセンターの１号炉及び２号炉の基幹整備

事業を実施している。 

なお、廃止した安芸美清掃センターは、解体撤去を行なった後、資源ごみを収集するストック

ヤードを建設し「芸濃エコ・ステーション」として、資源物の収集量の増加を目指す。また、既

存のストックヤードである「香良洲エコ・ステーション」の施設整備を行い、資源ごみの更なる

収集に努める。 
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このように、今後、ごみの３Ｒを推進し、排出されたごみについては適正処理を行い、生活環

境の保全及び公衆衛生の向上に努め、資源循環型社会の構築を目指すものである。 

汚水処理については、公共下水道、農業集落排水等の集合処理施設及び浄化槽により汚水処理

施設整備を進めている。 

今後においても計画的に公共下水道の整備を推進するとともに、集合処理施設整備区域以外の

地域については、個人設置型で整備を行っていた浄化槽整備を、平成２７年度より市が主体とな

って設置維持管理を行う市営浄化槽（浄化槽市町村整備推進事業）への転換を順次開始し、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上並びに公共用水域の水質保全に寄与する。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 (1) 一般廃棄物等の処理の状況 

平成２６年度の一般廃棄物の排出・処理状況は図１のとおりである。 

総排出量は集団回収量も含め 110,220トンであり、再生利用される総資源化量は 24,652トン、

リサイクル率は 22.4％である。 

中間処理による減量化量は 75,400トンであり、集団回収量を除いた排出量の概ね 7割を減量 

化している。また、集団回収量を除いた約 9％に当たる 10,168トンを埋め立てている。  

    なお、中間処理量のうち焼却量は 87,123 トンである。焼却処理施設２施設のうち津市西部ク

リーンセンターでは、余熱利用として発電を行い所内の設備へ電力を供給し、余剰電力について

は電力会社へ売電を行うとともにその他場内の給湯に利用している。 

    また、可燃ごみの焼却処理に伴い発生する焼却残さについては、平成１４年１２月から全量を 

（財）三重県環境保全事業団の廃棄物処理センター中間処理施設に搬入し、溶融処理によりスラ 

グ化し、これを建設資材等に再利用を行っていたが、平成２３年度からは全量を民間処理施設へ

委託し、再資源化処理を行っている。 

 

 (2) 一般廃棄物等の処理の目標 

ア ごみ処理の減量化、再生利用に関する現状と目標  

本計画の計画期間中においては廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１及び

図２のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

 

表１ 減量化、再利用に関する現状と目標 

指標・単位 現状（割合※１） 
（平成２６年度） 

目標（割合※１） 
（平成３３年度） 

排 出 量 

事業系 総排出量 34,140 トン   19,019トン  (-44.3％） 
〃  １事業所当たりの排出量※２ 2.8  トン     1.5 トン  (-46.4％） 

家庭系 総排出量 72,460 トン   65,706トン  (-9.3％） 
 〃  １人当たりの排出量※３ 258 ｋｇ    242 ｋｇ (-6.2％) 

合 計 106,600 トン  84,725トン  (-20.5％) 

再生利用量 
直接資源化量 3,897 トン （3.7％）  19,363トン (22.9％） 
総資源化量 24,652 トン （22.4％）  44,379トン (49.0％） 

熱 回 収 量 熱回収量（年間の発電電力量） 10,524 Mwh  11,588 Mwh 
減 量 化 量 中間処理による減量化量 75,400 トン （70.7％）   38,419トン (45.3％) 
最終処分量 埋立最終処分量 10,168 トン （9.5％） 7,695トン  (9.1％) 

※１ 排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合 

※２ (１事業所当たりの排出量)＝{(事業系ごみの総排出量)-（事業系ごみの資源ごみ量）}/(事業所数) 

※３ (１人当たりの排出量)＝{(家庭系ごみの総排出量)-（家庭系ごみの資源ごみ量）}/(人口) 

集団回収量 総資源化量 

直接資源化量 処理後再生利用量 

処理残さ量 

排出量 計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量 

減量化量 

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量 

3,620t 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー 

17,135t 
16.1％ 

5,681t 
5.3％ 

10,168t 
9.5％ 

24,652t 

98,216t 
92.1％ 

4,487t 
4.2％ 

3,897t 
3.7％ 

22,816t 
21.4％ 

75,400t 
70.7％ 

106,600t 106,600t 
100％ 

0t 
0％ 
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《指標の定義》 

  排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

  再生利用量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

    熱回収量：熱回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕 

  減量化量：中間処理量と処理後の残渣量の差〔単位：トン〕 

  最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

(3) 生活排水処理の状況 

   平成 26年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は次のとおりである。 

   生活排水処理人口は全体で 282,821人であり、水洗化人口 217,728人、汚水衛生処理率 77.0％

である。 

   し尿発生量は 15,672kl/年、浄化槽汚泥発生量は、76,789kl/年であり、処理・処分量（＝収

集・運搬量）は 92,461kl/年である。 

図３ 生活排水処理の状況フロー（平成 26年度） 

 

 

(4) 生活排水処理の目標 

   生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めてい

くものとする。 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

総人口 
282,821人（100%） 

処理人口 
217,728人（77.0%） 

公共下水道 
110,179人（39.0%） 

農業集落排水等 
10,308人（3.6%） 

合併処理浄化槽等 
97,241人（34.4%） 

未処理人口 
65,093人（23.0%） 

単独処理浄化槽等 
45,109人（15.9%） 

非水洗化人口 
19,984人（7.1%） 

し尿発生量                      

   15,672ｋｌ/年 

浄化槽汚泥発生量                      

  76,789ｋｌ/年 

集団回収量 総資源化量 

直接資源化量 処理後再生利用量 

処理残さ量 

排出量 計画処理量 中間処理量 処理後最終処分量 

減量化量 

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量 
  0t 
  0％ 

19,363t 
22.9％ 

26,943t 
31.8％ 

38,419t 
45.3％ 

84,725t 84,725t 
100％ 

0t 
0％ 

5,768t 

図２ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー 

19,248t 
22.7％ 

7,695t 
9.1％ 

7,695t 
9.1％ 

44,379t 

65,362t 
77.1％ 

平成26年度実績 平成33年度目標

　公共下水道 110,179人 （39.0%）　 124,959人 （45.8%）　

　農業集落排水施設等 10,308人 （ 3.6%）　 9,945人 （  3.6%）　

　合併処理浄化槽等 97,241人 （34.4%）　  88,355人 （32.4%）　

　未処理人口 65,093人 （23.0%）　 49,705人 （18.2%）　

　合計       　    　  282,821人        　　　     　   　   272,964人 

汲み取りし尿量 15,672ｷﾛﾘｯﾄﾙ 11,979ｷﾛﾘｯﾄﾙ

浄化槽汚泥量 76,789ｷﾛﾘｯﾄﾙ 70,186ｷﾛﾘｯﾄﾙ

　合  計 92,461ｷﾛﾘｯﾄﾙ 82,165ｷﾛﾘｯﾄﾙ
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３ 施策の内容 

 (1) 発生抑制、再使用の推進 

  ア 有料化 

    現在、市の一般廃棄物処理施設へ直接搬入する場合については、搬入量に応じて使用料の徴

収を行っている。今後、受益者負担の観点及びごみの減量化に対する意識の向上や、ごみの分

別の徹底を図るための方策の一つとして、必要に応じて使用料の見直しを行うとともに、県内

及び近隣の自治体の動向を踏まえて、家庭ごみの有料化に関する調査・検討を進める。 

  イ 環境教育、普及啓発、助成 

自治会、環境ＮＰＯと連携し、環境フェスタ、市民清掃デー等環境美化運動の開催による市

民、事業者、行政が共にごみ問題を共有するため普及啓発事業を行い、住民意識の高揚を図る。 

また、自治会、婦人会などでごみダイエット塾を開催し、住民が主体となった自主的活動を

実施する団体を育成するとともに、小学生を対象とした社会科副読本「ごみとわたしたち」の

配布や、学校に出向き「ごみ教室」を開催するなど環境学習を行う。 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

     市民・事業者・行政が連携し、レジ袋の有料化を平成 21年 4月より実施しており、買い物時

にマイバッグを持参するなどして、レジ袋の削減を図る。  

 (2) 処理体制 

  ア 家庭ごみの処理体制の現状と今後 

    分別区分及び処理方法については、表３のとおりである。現在、焼却施設については２施設

が稼働しており、ダイオキシン類削減対策も完了していることから、当面は現施設の稼働を続

けていく。中間処理施設については、リサイクルセンター及び新たなストックヤードの稼動に

より、リサイクル率の向上及び最終処分量の削減を図っていく。最終処分場については平成２

８年４月から一部稼動を開始するとともに、引き続き第２期として、施設の建設を行う。将来

は、収集効率、施設の余熱利用を含めた効率的な施設の統合を検討していく。 

イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

    家庭系ごみの分別区分に準じ、収集、処分を行う。また事業所で 3,000㎡以上の建築物及び 

小売業を行うための店舗床面積 500 ㎡以上の建築物の所有者・管理者には「事業系一般廃棄物

減量化計画書」の策定を義務付けており、この計画書に基づき指導を図る。 

ウ 生活排水処理の現状と今後 

公共下水道、農業集落排水等の集合処理施設及び浄化槽により生活排水処理を行っており、

今後においても計画的な生活排水処理施設整備の推進を図る。 

また、生活排水処理施設整備計画の見直しにより集合処理施設整備区域外となった地域にお

いては、市が主体となって整備を行う浄化槽市町村整備推進事業による浄化槽の設置を進める

とともに、適正な維持管理を行うことにより公共用水域の水質保全に寄与する。 

エ 今後の処理体制の要点 

 

 

 

 

 

 

◇ 焼却施設については長寿命化の検討を行なう。 

◇ リサイクルセンター、ストックヤードの稼動により、リサイクル率の向上と最終処分量    

の削減を図る。 

◇ 環境に配慮した最終処分場を整備する。 

◇ 事業系一般廃棄物減量化計画書による事業系ごみ減量指導の徹底を図る。 

◇ 浄化槽整備の推進を図るとともに適正な維持管理を行う。 
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 (3) 処理施設等の整備 

  ア 廃棄物処理施設 

   上記(2)アの分別区分及び処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 

１ 最終処分場 最終処分場施設整

備事業 

9万㎥/7.5年間 

※全体計画 

18万㎥/15年間 

 うち第 1期工（H24～H27） 

        9万㎥/7.5年間 

      第 2期工（H30～H32） 

9万㎥/7.5年間 

津市美杉町下之

川 
H30～H32 

２ マテリアルリサ

イクル推進施設 

ストックヤード施

設整備事業 

ストックヤード 

12ｍ×16ｍ＝192㎡ 

管理棟 

 6ｍ×10ｍ＝60㎡   

総面積 252㎡ 

 

津市香良洲町 

H28～H29 

※ 現有処理施設の概要を添付（現有施設名・種類、処理する廃棄物、処理能力、所在地、竣工年等、

施設の概要について一覧としたもの） 

（整備理由） 

事業番号１ 現存施設の逼迫 

２ 効率的な収集運搬 

 

  イ 合併処理浄化槽 

     合併処理浄化槽については、表５のとおり行う。 

表５ 合併処理浄化槽への移行計画 

 

事 業 名 

 

直近の整備済 

基数（基） 

（平成 26年度） 

整備計画 

基数 

（基） 

整備計画 

人口 

（基） 

 

事業期間 

 

浄化槽設置整備事業 13,376 1,055 3,595 H28～H32 

浄化槽市町村整備推進事業 0 1,156 4,755 H28～H32 

合  計 13,376 2,211 8,350  
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 (4) その他の施策 

    その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 

  ア 再生利用品の需要拡大事業 

    グリーン購入の促進など再生品利用の拡大を図る。また、フリーマーケットの開催情報や不

用品の交換情報などを積極的に行うとともに環境フェスタ等において不用品コーナーを設け、

再利用の拡大を図る。 

イ 廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

    廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく、適切な回収、再商品

化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行う。 

ウ 不法投棄対策 

    地域の自治会などと一体となった普及啓発により、分別区分の徹底を進めるとともに、パト

ロールの強化などを行い、不法投棄防止を図る。 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

    災害等の発生時には、市が策定した災害廃棄物処理計画に基づき、迅速にごみやし尿等の処

理を行うとともに、市で処理が困難な時は、三重県、県内の市町と締結している「三重県災害

等廃棄物処理応援協定書」に基づき、迅速かつ適正に処理を行う。 

 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

 (1) 計画のフォローアップ 

    津市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて三重県

及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

   計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果がとりまとまった時点で、速やかに計画の

事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

   また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

   なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。  





資料　２　　ごみの主な指標のトレンドグラフ

（年度） 22 23 24 25 26 33

事業系総排出量（ｔ） 27,493 28,658 29,929 33,224 34,140 19,019

家庭系総排出量（ｔ） 72,261 71,422 71,874 72,573 72,460 65,706

総資源化量（ｔ） 24,805 25,215 25,781 25,288 24,652 44,379

減量化量（ｔ） 67,630 69,279 70,387 72,750 75,400 38,419

埋立最終処分量（ｔ） 11,274 9,504 9,514 11,589 10,168 7,695

人口（人） 285,728 284,867 290,119 281,547 280,647 271,092
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総資源化量（ｔ） 減量化量（ｔ） 埋立最終処分量（ｔ） 

   22            23            24            25            26           33 



資料　３

１　中間処理施設の概要

１）　焼却処理施設

津　　　　市

　（平成１５年２月　改修）

　２号炉　平成１４年３月（新設）

　　　　　　　　（旧館）　２，８８５㎡

竣 工 年 度 　１号炉　昭和５４年５月 　平成１１年３月

　建築面積 　建築面積　　　　　２，６６９㎡

　　　　　　　　（新館）　２，５０９㎡

　バグフィルタ

面 積 　敷地面積　　　　１９，９５５㎡ 　敷地面積　　　　３６，１９０㎡

排 ガ ス 処 理 設 備 　乾式有害ガス除去装置 　有害ガス除去装置

　触媒反応式脱硝装置 　バグフィルタ

　　（ストーカ方式） 　　（ストーカ方式）

処 理 能 力 　２４０ｔ／２４ｈ（１２０ｔ／２４ｈ×２炉） 　１９５ｔ／２４ｈ（９７．５ｔ／２４ｈ×２炉）

所 在 地 　津市片田田中町１３０４番地 　津市久居森町２４３８番地１

形 式 　連続燃焼式焼却炉 　連続燃焼式焼却炉

自 治 体 名

名 称 ①西部クリーンセンター ②クリーンセンターおおたか



２）　破砕、選別、圧縮処理施設

（工場棟）

破
砕
選
別
処
理
設
備

　竣　　　工

保
管
施
設

　容量 114㎥ 114㎥ 132㎥

平成２８年３月

　区　　　分 廃木材 土砂・がれき 予備

　（ストックヤード棟）鉄骨造平屋建、８９０㎡

（ストックヤード棟）

選
別
･
圧
縮
梱
包
施
設

　付帯設備

　容量 90㎥ 188㎥ 188㎥

　区　　　分 解体物 不適物

　低速回転破砕機　　　４２ｔ／日（８．４ｔ／時）　　　　回転破砕機　　　４２ｔ／日（８．４ｔ／時）

貯留ヤード等保管施設

　回転破砕機　　　　１基

　選別方式

形　　　式

　処理能力 １０ｔ／日 ５ｔ／日 ２７ｔ／日

　低速回転破砕機　１基

　区　　　分 金属 その他プラスチック 燃やせないごみ

梱包物予備

圧縮減容、梱包設備 圧縮減容、梱包設備 無色・茶色・その他（３色）機械選別

　処理能力 ２５ｔ／日 ５ｔ／日 ９ｔ／日

　区　　　分 容器包装プラスチック処理設備 ペットボトル処理設備 びん処理設備

　選別方式

敷 地 面 積 １０２，８０８㎡

建 物 構 造 及 び 面 積 　（管理棟）鉄骨造２階建、６００㎡（計量棟）鉄骨造平屋建、１３０㎡（工場棟）鉄骨造４階建、４，５００㎡

自 治 体 名 　津市

名 称 　③津市リサイクルセンター

所 在 地 津市片田田中町１３４２番地１



２　最終処分場の概要

 

竣 工 平成２８年３月

埋 立 計 画 期 間 平成２８年４月１日から１５年間

埋 立 対 象 物 中間処理残渣

埋 立 工 法 サンドイッチ

所 在 地 津市美杉町下之川４１３４番地

埋 立 計 画 面 積 １,２００,０００㎡

埋 立 計 画 容 量 第１期分　９０,０００㎥　　第２期分　９０,０００㎥

自 治 体 名 　津市

名 称 津市一般廃棄物最終処分場



資料４ 浄化槽設置基数の現状と目標の設定に関するグラフ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度
行政人口 279,813 285,614 284,059 282,821 280,415 278,925 277,435 275,945 274,455 272,964
浄化槽人口 90,364 94,682 94,645 93,949 93,785 94,064 88,113 86,986 85,842 84,682
年度別設置基数 334 291 323 371 527 626 672 471 471 471

人口：24～27年度は、住民基本台帳より。28～33年度は、推計人口。

行政人口（人） 年度別設置基数（基）

※浄化槽人口については、下水道供用開始区域内を除く。

現状（実績） 目標予測
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様式１

282,821人（平成27年4月1日現在）

事業系　総排出量（トン）

　　　　１事業所当たりの排出量（㌧/事業所）

家庭系　総排出量（トン）

　　　　１人当たりの排出量（kg/人）

合　計　事業系家庭系排出量合計（トン）

熱回収量（年間の発電電力量　MWh)

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１（平成２７年度）

１　地域の概要

(1)地域名 津市 (2)地域内人口 (3)地域面積 711.11k㎡

排 出 量

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　年
指標・単位

(4)構成市町村等名 津市 (5)地域の要件 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
含まれる場合、当該組合の状況

256

101,803

33,224

2.7

72,573

260

105,797

過去の状況・現状（排出量に対する割合）

最 終 処 分 量 埋立最終処分場（ﾄﾝ）

(67.8％) (68.8％)
中間処理による減量化量 減量化量（中間処理前後の差　ﾄﾝ）

熱 回 収 量

総資源化量（トン）

再 生 利 用 量

直接資源化量（トン）

11,274

(11.3％)

4,255

(4.3％)

25,215

(24.2％)

9,807

69,279

(69.2％)

9,504

3,546

(3.6％)

24,805

(23.9％)

目標

27,493

2.2

72,261

28,658

2.3

71,422

29,929

99,754 100,080

256 254

71,874

2.4

34,140

2.8

72,460

258

106,600

19,019
(H26比  -46.4％)

1.5

65,706
(H26比  -9.3％)

242

84,725
(H26比 -20.5％)

9,192

67,630

10,524

75,400

4,561

( 4.3％)

25,288

( 23.1％)

11,583

72,750

(9.5％)

4,108

(4.0％)

25,781

(24.4％)

10,621

70,387

(69.1％)

9,514

(9.3％)

平成33年度平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度

(45.3％)

7,695

(9.1％)

10,168

(9.5％)

(70.7％)

19,363

(22.9％)

44,379

（49.0％）

11,588

38,419

11,589

(11.0％)

3,897

( 3.7％)

24,652

( 22.4％)



３　一般廃棄物処理施設の現状と更新、廃止、新設の予定

施設種別 事業主体
現有施設の内容 更新、廃止、新設の内容

備考
型式及び処理方式 補助の有無 処理能力(単位) 開始年度 更新、廃止予定年月 更新、廃止、新設理由 型式及び処理方式 施設竣工予定年月 処理能力

西部クリーンセンター 津市 連続燃焼式焼却炉 有
240t/24h
(120t/24h
×2炉)

―

クリーンセンターおおたか 津市 連続燃焼式焼却炉 有
195t/24h
(97.5t/24
h×2炉)

H11.3 ― ― ―

1号炉
H54.5
2号炉
H14.3

― ― ― ― ―

― ― ―

― ― ―

安芸美清掃センター 津市 機械式バッチ炉 有
20t/8h

(10t/8h×
2炉)

―
1号炉
S61.11

2号炉 H3.5
H18.3 廃止 ― ― ―

河芸美化センター 津市 機械式バッチ炉 有
20t/8h

(10t/8h×
2炉)

H9.3 H26.3 老朽化 ―

― ― ―

リサイクルセンター 津市 ― ― ― ― ―

津市の一体的なご
み処理の適正化、
既存施設の老朽化
及び高度処理の実
施に伴う処理能力
の不足

破砕選別処理設備
容器包装プラス
チック処理設備
ペットボトル処理
設備
びん処理設備
可燃性粗大ごみ処
理設備

H28.3 89ｔ/日 ―

白銀環境清掃センター破砕・
選別・圧縮施設

津市

ハンマーシュレッ
ダー
縦型破砕機
びん３色機械選別機
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ圧縮減溶、
梱包設備
プラスチック圧縮減
溶、梱包設備

有

横型75t/
日

30t/日
12.5t/日
1.5t/日
34t/日

S48.4
(H6.10改

修)
S48.4

(H6.10改
修)

H13.3
H13.3

H16.3

H28.3 老朽化 ―

白銀環境清掃センター最終処
分場

津市 管理型最終処分場 ―
計画埋立容量
1,570,000㎥ ―

最終処分場 津市 ― ― ― ― ―
既設施設の逼
迫

覆蓋式管理
型最終処分
場

H3.4 H28.3 老朽化 ― ― ―

H28.3

9万㎥
/7.5年

間

※全体計画
18万㎥/15年間
 うち第1期工
 　　(H24～H27)
 　9万㎥/7.5年間
 　　第2期工
    (H30～H32)
 　9万㎥/7.5年間

H28.3 196㎡ ―

ストックヤード
（香良洲エコ・ステーショ
ン）

津市 ― ― ― ―― ―
収集運搬の効
率化

― H30.3 252㎡

ストックヤード
（芸濃エコ・ステーション）

津市 ― ― ― ― ―
収集運搬の効
率化

―



５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

４　生活排水処理の現状と目標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　年
指標・単位

過去の状況・現状 目標
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成33年度

総人口 289,131 287,854 285,614 284,059 282,821

集計中

272,964

公共下水道 汚水衛生処理人口 110,596 109,584 108,812 111,413 110,179 124,959

39.0% 45.8%

集落排水施設等 汚水衛生処理人口 10,998 10,491 10,439 10,360 10,308 9,945

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 38.3% 38.1% 38.1% 39.2%

3.6% 3.6%

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 89,393 90,364 94,682 94,645 97,241 88,355

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 3.8% 3.6% 3.7% 3.6%

34.4% 32.4%

未処理人口 汚水衛生未処理人口 78,144 77,415 71,681 67,641 65,093 49,705

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 30.9% 31.4% 33.2% 33.3%

施　設　種　別 事業主体
現 有 施 設 の 内 容 整備予定基数の内容

備　　考
基　　数 処理人口 開始年月日 基　　数 処理人口 目標年次

浄化槽市町村整備推進事業 津市 0 0 H27.4 1,156 4,755 H33

浄化槽設置整備事業 津市 13,069 30,059 H3.4 1,055 3,595 H33



様式２

事 業 名 称 単　位 開　　始 終　　了 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

84,597 57,326 27,271 81,961 57,326 24,635

2 津市 252 ㎡ Ｈ２８ Ｈ２９ 84,597 57,326 27,271 81,961 57,326 24,635

2,936,310 0 0 61,239 1,544,134 1,330,937 2,563,752 0 0 0 1,464,270 1,099,482

1 津市 90,000 ㎥ Ｈ２８ Ｈ３０ 2,936,310 0 0 61,239 1,544,134 1,330,937 2,563,752 0 0 0 1,464,270 1,099,482

1,733,614 413,879 514,961 268,258 268,258 268,258 1,733,614 413,879 514,961 268,258 268,258 268,258

3 津市 1,055 基 Ｈ２８ Ｈ３２ 304,083 78,899 62,296 54,296 54,296 54,296 304,083 78,899 62,296 54,296 54,296 54,296

4 津市 1,156 基 Ｈ２８ Ｈ３２ 1,429,531 334,980 452,665 213,962 213,962 213,962 1,429,531 334,980 452,665 213,962 213,962 213,962

4,754,521 471,205 542,232 329,497 1,812,392 1,599,195 4,379,327 471,205 539,596 268,258 1,732,528 1,367,740合　　　　　　計

備考

○再生利用に関する事業

ストックヤード施設整備

○最終処分に関する事業

最終処分場施設整備

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備

浄化槽市町村整備推進

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（平成２８年度）

事    業    種    別

事業番号
事業主体
名　　　称

規　　模 事業期間　交付期間 総　　事　　業　　費　　（千円） 交　付　対　象　事　業　費　（千円）



様式３

1
最終処分
場施設整
備

全体計画18万㎥/15年間
のうち第2期工（H30～
H32)として9万㎥/7.5年間
を整備する。

同上  Ｈ３０   Ｈ３２ ○

第1期工
H24～H27
第2期工
H30～H32

2
ストック
ヤード施設
整備

同上 Ｈ２８ Ｈ２９ ○
関連事
業２１

3
浄化槽設
置整備

同上 Ｈ２８ Ｈ３２ ○

4
浄化槽市
町村整備
推進

同上 Ｈ２８ Ｈ３２ ○

関連事
業２

22

事業系一
般廃棄物
処理の指
導

多量排出事業者にごみの
減量、処理に関する計画
書を作成させ、廃棄物の
減量化の推進を図る。

同上

同上

Ｈ３２

Ｈ２８

Ｈ２８

41

Ｈ３２

処理体制の
構築、変更に
関するもの

発生抑制、再
使用の推進
に関するもの

21
分別の徹
底

分別の徹底により資源化
率の向上及び最終処分量
の削減を図る。

同上 Ｈ２８

再利用・再
生品の利
用拡大

グリーン購入の促進及び
エコステーション等により
不用品の再利用を図る。

同上 Ｈ２８

Ｈ２８

処理施設の
整備に関す
るもの

その他

44
災害時の
廃棄物処
理

地域防災計画及び三重県災害
等廃棄物処理応援協定書に基
づき災害時の廃棄物の適正処
理を行う。

同上 Ｈ２８

Ｈ２８

Ｈ３２

43
不法投棄
対策

自治会と協力しながらパト
ロールの強化を行う。

同上 Ｈ３２

Ｈ３２

42
焼却灰の
資源化

焼却灰の再資源化処理に
より建設資材等に有効利
用を図る。

同上 Ｈ２８ Ｈ３２

Ｈ３２同上13
マイバッグ
運動の推
進

市民・事業者・行政が連携し
ながら、レジ袋の有料化及び
マイバッグ運動を展開する。

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

施策種別
事業
番号

施策の
名称等

施策の概要
平成３２年度開始 終了 平成２８年度 平成２９年度

実施
主体 平成３０年度

交付金必
要の要否 平成３１年度

備考
事業期間

12
環境教育、
普及啓発

住民や小学生等に対し、ゴミ
の分別や資源化の大切さを
普及啓発する。

事業計画

11
ごみの有
料化

ごみ有料化によるごみの
減量及びリサイクル促進
の意識向上を図る。

Ｈ３２

津市 Ｈ２８ Ｈ３２

ごみダイエット塾の開催、小学生への社会科副

読本「ごみとわたしたち」の配布、清掃デー・環

普及啓発 

調査・研究 

計画書に基づく指導 

啓発 

焼却灰の処理委託 

パトロールの実施 

建設工事 

計画に基づく適正処理 

普及啓発 

合併浄化槽整備 

合併浄化槽整備 

建設工事 



【参考資料様式１】 

施設概要（リサイクル施設系） 

都道府県名 三重県 

(1)事業主体名 津市 

(2)施設名称 ストックヤード（香良洲エコ・ステーション） 

(3)工期 平成２８年度～平成２９年度 

(4)施設規模 ２５２ ㎡ 

(5)処理方式 ― 

(6)地域計画内の役割 リサイクル率の向上により増加する資源物を一時保

管し、効率的な収集運搬を図る。 

(7)廃焼却施設解体工事 

の有無 
無し 

 

(8)ストック対象物 資源物等 

 

(9)事業計画額 ８４，５９７千円 

（交付対象事業額 81,961 千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考資料様式３】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 三重県 

(1)事業主体名 津市 

(2)施設名称 津市一般廃棄物最終処分場 

 

(3)工期 

 

平成３０年度～平成３２年度 

※全体計画 

 第１期工 平成２４年度～平成２７年度 

 第２期工 平成３０年度～平成３２年度 

 

(4)処分場面積、容積 

 

 

総面積 8.9ha 

     

埋立面積 0.6ha 

※全体計画 

第 1期工 0.6ha 

第 2期工 0.6ha 

         

埋立容積 90,000㎥ 

※全体計画 

第 1期工 90,000㎥ 

第 2期工 90,000㎥ 

 

(5)処分開始年度 

及び終了年度 

 

埋立開始 平成３３年度 埋立終了 平成４２年度 

※全体計画 

第 1期工 埋立開始 平成 28年度 埋立終了 平成 42年度 

第 2期工 埋立開始 平成 33年度 埋立終了 平成 42年度 

(6)跡地利用計画 未定 

 

(7)地域計画内の役割 

 

適正処理を実施するものの、どうしても処理できないもの

を埋め立てるが、埋立前処理として洗浄し、適正管理する

ことにより、周辺地域の環境保全に資する施設とする。 

(8)廃焼却施設解体工事

の有無 
無 

 

(9)事業計画額 2,936,310千円 

（交付対象事業額 2,563,752千円） 

 



 

 

 

【参考資料様式５】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 三重県  

(1) 事業主体名 津市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止及び公衆衛生の向上を目

指し、合併浄化槽の整備促進を図る。 

(4）事業期間 平成２８年度～平成３２年度 

(5) 事業対象地域の要件 
浄化槽設置整備事業実施要綱 第３ （１） 

ア－（イ）、ア－（ウ）、ア－（エ）、イ－（イ） 

(6) 事業計画額 交付対象事業費  304,083千円 

 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

区分 
交付対基数 

（     人分） 

うち 

単独撤去 

基準額 対象経費 

支出予定額 

交付対象

事業費 

５人槽 655基（    1,965人分）   90基 111,480千円 111,480千円 111,480千円 

６～ ７人槽 370基（    1,480人分）   51基 89,350千円 89,350千円 89,350千円 

８～１０人槽 30基（     150人分）    4基 10,650千円 10,650千円 10,650千円 

１１～２０人槽       基（       人分）    基    

２１～３０人槽 基（       人分）    基    

３１～５０人槽 基（       人分）    基    

５１人槽以上 基（         人分）    基    

改 築 58基                   92,603千円  92,603千円  92,603千円 

計画策定調査費      

合  計 

 

1,055基（   3,595人分） 

改築を除く 

  145基 304,083千円 304,083千円 304,083千円 

 

 

 

 



 

 

【参考資料様式５】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 三重県  

(1) 事業主体名 津市 

(2) 事業名称 

 

浄化槽市町村整備推進事業 

 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活排水による公共用水域の水質汚濁の防止及び公衆衛生の向上を目

指し、合併浄化槽の整備促進を図る。 

(4）事業期間 平成２８年度～平成３２年度 

(5) 事業対象地域の要件 

浄化槽市町村整備推進事業実施要綱 第３（１） 

ア－（イ）、ア－（ウ）、ア－（エ）、ア－（オ） 

 

(6) 事業計画額 

 

交付対象事業費 1,429,531千円 

 

 

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 

区分 
交付対基数 

（     人分） 

うち 

単独撤去 

基準額 対象経費 

支出予定額 

交付対象事

業費 

５人槽 479基（    1,437人分） 126基 499,920千円 483,396千円 483,396千円 

６～ ７人槽 578基（    2,312人分） 152基 669,132千円 636,642千円 636,642千円 

８～１０人槽  70基（      350人分） 18基 98,220千円 96,564千円 96,564千円 

１１～１５人槽 3基（       21人分） 基  6,417千円  5,775千円  5,775千円 

１６～２０人槽 1基（      10人分） 基  3,288千円  2,958千円  2,958千円 

２１～２５人槽 基（        人分） 基    

２６～３０人槽 基（        人分） 基    

３１～４０人槽   基（        人分） 基    

４１～５０人槽 25基（      625人分） 基 161,025千円 158,448千円 158,448千円 

５１人槽以上 基（        人分） 基    

事務費等   50,328千円 45,748千円 45,748千円 

合  計 1,156基（    4,755人分） 296基 1,488,330千円 1,429,531千円 1,429,531千円 

 


